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戦略的組織タイプ別の振替価格
決定基準の検討
清　水　　孝
1．振替価格決定基準に関する間題点
　（1〉間題の所在
　振替価格とは，「部門問で行在われる財貨及び用役の振替に付される価格」
をいう［Decoster，Schafer　and　Ziebell，1988，P．609コ。振替価格に関する
部門問振替には，r同一企業の部門，プラント等の組織単位間あるいは共通統制
下の個別法人間におげる全ての製品の移動が含まれる」［NACA，1956，P．2］d
このような振替価格は，分権化された組織で使用される管理手法であり，事業
部，プラント等の杜内振替のみならず，共通の統制の下におげる別法人間での
振替に付される価格をも含んでいる。別法人における振替価格には，多国籍企
業における国際振替価格も含まれており，近年その議論が活発になされてい
る。ω振替価格は，上記のように幅広く使用されうるが，本稿では，特に事業
部制組織における振替価格をとりあげる。
　事業部は，ひとつの独立Lた会計単位で，通常プロフィヅト・セソターとし
て設置されているため，事業部長は，自らの決定により事業都の運営を遂行す
ることによづて事業都の業績をあげ，かつ全社的剰益に寄与しなけれぱたら恋
い。事業部が活動をする際，・各事業部の製品あるいは中間製品を事業部間で取
引する機会が多いが，この都門間取引（m宙a－campa町tr㎜sfer）を行なう
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際に月ヨいられる価格が本稿で対象とする振替価格であ乱かかる振替廼格惇二
部門問取引を行なうか否かを決定するための尺度であると同時に，当該部門の
業績を測定するための尺度でもあり，AntonとFar岬in等も指摘しているよ
うに振替価格の決定は事業部活動にとって重要かつ常軌的な間題領域となって
いる［Anton　and　Farmin，1972，P．458コ。
　これまでに多くの振替価格基準が考察され，特に近年では隈界費用を基礎と
する舞替価格や数理晦手法による振替価格②が数多く発表されているが，両手
法とも振替緬格の全ての目的を達成し得るものではない。さらに，このような
研究業績にもかかわらず，BenkとEdwards［1980，P．30コ，Tang，［1979，
pp．61～62］，谷〔昭和58年，158頁〕の調査研究によれぱ，両手法は実務上あ
まり使用されていない。帽〕企業で実際に使用されている基準は，伝統的原価基
準や市価基準である。そこで，本稿では，極めて伝統的な振格価格を使用し，
これをどのように選択するかという振替価格決定基準を経営戦略の観点からと
りあげ，ごれを調査，研究したRobert，G．Ecclesの業績に沿って，畿洛的
思考に基づく組織タイプ振替価格基準決定について論ずることにする。
　（2）振替価格の使用目的
　次に，事業部で使用される振替価格の目的を明らかにする。婁業部制組織と
は，rトップ・マネジメソトの下の部門組織を製品別，地域別あるいは得意先
別に部門化し，一独自の利益責任をもつ自主的底経営単位として事業都を設げ，
これに対して分権イヒを行なう分権管理組織」のことをいい〔占甑昭和60年，
257頁〕，他の部門とは独立して資源を有し，一」活動を行ない，そして利益責任を
負う。それゆえ，振替価格は事業部活動を行なう際に都門間取引を行なうか否
かを決定するための清報とたるし，また部門聞敢引によらて稼得された利益を
測定する業績測定のための尺度どもなるのである。多くの研究者は，振替価格
の目酌とLて，①目標一致性，一②業業測定の2つをあげている。ωここで，目
漂一致性とは，全杜的利益の追及のために諸機能を調整することをいい，．事業
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部の意思決定のための尺度となるものである。事業部の利益を優先するあまり，
全杜的利益を犠牲偉するよ一うな，小わゆるサブオプティ々ゼーション（subop－
ti血izat｛o｛）を避げるために，この冒的が設定される。まもごの2つめ目的
は，例えぽ，全杜的利益のため陪部門業績を犠牲にして，安価の振替を行なう
ど業績評価にはマイナスとな’り，逆に自都門の業績を高めるために高い振替硫
格セ振替を実行すると全杜的利益にはマイナスに涯るといった一トレ』ド・オ7
関係にあるために，2つの目的の爾方に有効な振替価格は存在しないどされて
いる〔岡本，昭和55年，651頁ヨ。
　（笥　振替価格決定のアプローチ
　企業は，異なる命場においで異なる製品を生産』販売するために分権化や多
様化を進めてきた。しかし，分権化と多様化の程度が増せぱ，企業は全ての活
動を全杜目標の達成のために各セグメントの活動の調整を行なわざるを得なく
なる〔長松昭和57年，412頁〕。この経過上生ずるのが目標一致性・（g⑤al　con－
9menCe）である。そ1二て，’自律的活動を事業部が実行した結果を表宗するた
めの業績評価と，上述の周標一致性のどちらの目的に指向した振替価椿を選択
するのかに対する何等かのフレームワークが必要である。
　従釆の多くの研究胆おいては。振替が実施される中間財の市場性に着目して，
甫場が存じてい為場合には市価法や修正市価法が，」童た市場が存し港い場合に
ぱ原価法や原価加算荊益法を使周することが推奨きれている。また，その際，一
供給事業都δ側に余裕操桑度カ涛す’るか否か等，主に各事業部の生産能力を中
心差Lた考崇がなされていた。工抗らの見解は，経営管理上統制及び業績評価
の観点を重視しており，目的及び計圃の側面の考慮に欠げていると考え．られ
春♂すなわち，．ある中闇財の振替が組織上いかなる目的で実施される一δか，ま
た，’その目的の達成のためにいかなる手段が実行される’ぺぎなのかという点が
欠落しているのではないかと■い5疑間が生ずるのである。おそらぐ，従来の振
替価格め決定塞準は，上記の点が決定された後に示されるべぎ塞準なのであろ
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う。
　そこで，振替に関する目的に従って，合圓的的に振替価格が決定されるべき
であるとする見解が生ずる。ここで，振替価格の各方湊を選択する基準のひと
つにr組織戦略」があげられる。経営戦略によって組織構造及び組織特性が変
化していげぱ，ζれに適合する振替価格を選択することが必要である。すなわ
ち，所与の経営戦略の下で全杜的利益を最大イ巨するためにはいかなる振替価格
をとるべきなのか，また，いかなる振替価格をとれぱ各事業部マネジャーが自
己の業績を評価するに当り，公正であると認めるのかというアプローチが成立
するのである。本論文では，第一に戦略を決定し，その戦略の下で振替価格を
選択するという方法で・振替価格の設定間題に敢組むものであ私
2．I経営戦路がらみた組織タイプとその特性
　Ecdesは，振替価格の選定基準を考察するにあたって，事業部のマネジャ
ーの経験に焦点をあて，化学，エレクトロユクス，機械産業等の上級管理職
1仏人にイソタビュニを行なった。以下は・その結果についてまとめら抽た著
作に準拠している。
　当該イソタビューはゴ振替価格間題の鍵は戦略にあることを明らかにした。
ここで，戦略とは，Chand1erによれぱポr一企業体の基本的な長期目的を決
定L，これらの諸目的を遂行するために必要な行動方式を採択し，諸資源を割
当てること」である〔三菱経済研究所，昭和42年一29頁〕。つまり，基本的圓
的を設定し，行動方式を選び。諸資源を割当てる、ζ．とによって企業環境に適応
するための行動をとるこど〔関口，昭和60年，22頁〕である6これに対して，
振替価格は，企業・経営部門生産戦略の執行に必要な権隈を与えるための清報
とコントロールを生み出す手段となるものであるから，本来的に企業の戦略に
基づいて，担織が指向する目駒を達成するよ’うに設定されなけれぱたらないと
Ecc1esは考えている。つまり，ある企業の振替価格決定基準は，特定の組織
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戦略に依存しているのである。
　（1）分析のための戦略の2要素とMAP
IE㏄1es’は，・振替価格に関ずる各部門マネジャーの行動め分析を蓉易にする
ために，簡単なラレームワークを開発した。こごでは，戦略の要素として，垂
直的統合の程度及び多角化の程度の2つの要素が第1図めようにMAPてMオー
由ger’s　AhaIゴtycal　Pla丘e：管理考分析平面）上にと1られる［E㏄1さs、㌔㎎85，
P．勿1］。
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　さて，企業は，企業グループ戦略，経営部門戦略，生産戦略たよって振替価
格政策を変化させようとする。このとき，MAPを使扁して分析を行なうこと
が可能となる。前途の2づの戦略的要素によづて決定された・MAP上の位置
は，その組織の特色に影響を与える。ここで，ECCleSは，組織の特色につい
て；つの内容をあげている［Eccles，1985，P．275コ。
　①企案戦略及び戦略計画過程の特色
　②トップ・マネジメントによる根本的なコントロールの手段
③業績測定・評価・報酬の走めの塞準
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　④企業における公正性の定義
　⑤管理遇程の特性
　次に，MAP一を使用tた分析を蓉易にするた、め隠，Ecg1聾は，」4つの繭粋
な組織タイブとLて，・1I競争的タイプ，亙協力的タイブ，皿提携的多イブ，・V
集合的タイプを示した〆ここで，・競争的組織と陣，第1図から読取れるまうに
垂直的統合の程度が非常に低いが，一多角化の程摩は極めて高い組織である租織
である百ただし，本稿で述べる組織タイプは，同図のIから皿までの率イプで
あり，集合的タイプの組織では，振替価格の間題が生ずることは無いため，議
論から除外した。
　（2）麓争的組織（c0㎜petiti▽e　OrganizatiOn）
　競争的組綴とは，一一経営部門間で垂直的統合の程度は小さいが，高度に多角化
された組綴である［E㏄1es，1985，P．276］。より一般的には，業務に対して完
全な機能を持ち，部門相互閻の依存性があまりない複数の自俸的部門を有する
企業の組織である。その企業戦略は，各部門戦賭の集合であり，戦略計函策定
の遇程はボトム・アップとなる。また，組織構造としては事業部制がとられ，
各部門のゼネラル・マネジャーは，自都門の有する資源に対して大きな権隈を
有しているので，トッブマネジメソト・コ：■トロールは業績測定を通じて，あ
るいは業績と予算の比較を痘じて実行される。各部門マネジャーの責任は，ブ
甲フィヅト・セン・ターあるいは投資セxターとしての各部門の業績測定に‡っ
て確定すろ。予算又は計画と対比して，全部門を外部競争者と同様に都門業績
を比較することによって三拳績測定・評価・薙酬こ関する基準を構築する。全
部門に同一の業籏測定ρ尺度を使用すると，大きな内部競争を引起こす。、この
ような状況は，市場に近似Lているので，トップマネジメソトが公平な観察考
となり，市場によって与えられた判断（弓業績）帳従ヴて評価を行なうことに
より，各マネジャーの公正観が満足されるのである。
　競争的題織では，多くの場合経営都門へ意恩決定責任を分散Lているから，
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本杜差各都門藺関係は，先の’ようにボトム5アップのブ占セスとなり，’都門間
の関係では交渉プ回セスが生ずるが，ごの交渉プロセメは，結果として一方だ
げ蒲莉養を受ける交渉となる。
　（3）’協力的組織（C60酔ratiVe　Of9とnセatibn）
　協カ的組織では，各都門は互に協力しなけれはならない。例えぱ，高度に垂
薗的統合化され甘経営機能を基礎どしセ組織された化掌会杜藻そのデ例であ
る。ここでは，各都門は，プロフィッいセンタニとLて行動する販売部門を
除いては，全てめ部門がコス．ト・：セジターである［E㏄1es，1985，p．276コ。よ
り一般的には，中聞製品を生産する部門は，2、つの役割を右Lている。ひとつ
は，’外部販売に関するプー甲フィゑト㌔’セソタrとしての役割であり，もうひと
つは内部振替に関するフスホ・センターとしての役割である。一企業の戦略は・
企業全体あために確童され，各都門戦略は，全杜戦略に依存するこ一とになる。1
・・協力的組織の亥ントロールの籾歩的メカニズムは，組織構造にあ飢多くの
意愚決定の責任は組織のトシ■プにおかれているので，特に部門間の協力的政策
や＝トレード；・オラ関係に対しそ、’ベイアラ」キー上の権限や専門的意見に嚢打
ちされた権限は各都門の行動を細かく指導するために重要である。
　業績測定・評価・報酬の基準ば，協カ的組織唱植かなり競争的組織どは異た
？ているξ、マネジャーは原価予算及び収益予算等の客観的定量塞準を使用する
が，1こ抽らは，主に実際の業績と予算との比較という形で用いられるご部門は，
相互に依存しているから，トシプ・マネジメ！トは，Iある部門々ネジャ÷が他
部門の犠牲の上で自部門の業績をあげたかどうがを判定したり，製造部門が長
期にわたってある製品を製造L続げるか，それとも中断Lてしまうかについて
の決定をするた馴ζは，一よ・り主観的な基準を使用す飢
　協力的組織では，業績測定及び評魎基準は，．各都門で異なるので，部門間競
争は鏡争飽題織にみられる程激しくはない。また，’蝦酬や都門予算ぱ，全杜的
業績に基づいて支給又は設定される。このよう㌍協カ的組・織では，・全杜的業績
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を分け合うことが公正観として示される。協力的組織における哲学は，全杜業
績に影響を与える各部門の相互依存に関連する意思決定を中央集権化すること
にある。従って，本杜対部門関係は，トップダウン・プ回セスにより管理され
る。統合的敢引が部門間で生ずる場合，各部門は企業利益の最大化をめざし・
両考が利益を得る取引となる。たとえ自都門の業績にはマイナスでも，当該部
門の貢献は単に数量的に判断されるわげではないので，各部門は，全杜的業績
に貢献しようという誘引を持つのである。
　振替価格は，プロフィヅト三セソター間の財貨の受渡に起因するから，純粋
な協力的組織は，振替価格を持たたい。しかL，多くの組織は，これに近似し
ているにもかかわらず，代替的に内部及び外部に販売する類似か又は別個のプ
ロフィヅト・センタrを形成する部門を有している。この場合，垂直的統合戦
略によって内部振替が要請される。協力的短織は，都門間を流れる全製品の業
績を測定するのであρて，プロフィット・センターとして自律Lている部門業
績を測定するのではない。振替価格の目的は，最終製品があたかも一つρ経営
部門で完全に生産されるがごとく全費用を集計することにある［E㏄les，1985，
p．276コ。
　（4）提携的短織（co11aborative　organization）
　提携的組織ば，垂直的統合の相互依存性と独立的貢献の両方を強調し・競争
的及び協力的組織の特質を結合する［Ecc1es，1985，p．277コ。提携的組織は，
従来競争的（協力的）組織形態をとってきた企業が・統合化（多角化）を開始
するといった環境適応行動をとることによって生ず乱
　提携的組織では，計画化のアプローチとして，トップダウン及びボトムアッ
プの両プロセスが戦略を構成する。全杜的目標及び個々の部門の目標との間の
均衡は，環境：や企業戦略の変動によって変化する。
　提携的組織の代表的組織構造はマトリックス組織であり，これは，一元的命
令系統の原則を放棄L，多元的命令系統に切換えた組織である。多種多様た戦
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略を維持するのは競争的タイブのシステムであり，一方・協力的組織のハイア
ラーキー構造は戦略の相互依存的な垂直的統合を維持する。提携的組織では，
この両者を結合するためにマトリックス組織を採用する。↓かL，穣造とシス
テム間に緊張が存するので，・コントロールは管理過程を経由1してお．り，’他のタ
イプの組織より高度な秩序体系を必要とする。本杜と都門の関係を形成する管
理過程は，競争的組織のポトムアップ・プロセスと協力的組織の・、トップダウソ
・プロセスを結合させる。同様に，各部門間相互の関係を形成するgは複数の
交渉プロセメである。これは，鶴カ的短織の結合的交渉と競争的組織の分配的
交渉を結合するものである。上記のプロセスは，非常に複雑であり，関連マネ
ジャーが高度なヨソ7リクト解決能力を有することが要求され’る。■
　業績測定・評価・報酬を決定する場合には，2つの間題が生ずる。そのひと
つほ，・提携的組織は個々の経営部門業績を査定し，この業績に対L報醐を与え
るための数量的かつ客観的な基準を使用するということであ飢事業部ρマネ
ジャーは，外部競争者と同じ次元で競争するため、また収益性や資本利益率を
測定する目標を達成するために経営努力を払う。もうひとつは，部門マネジャ
ーが部分最適化行動をしないように，原価効率，全製品業績や他のより客観的
萱定方法等の内都基準に関する数量的ナプローチを調整するということであ
る。
　提携的組織におげる公正間は，部門マネジャーがトッブマネジメソトに抱い
ている合理的た信頼に基づいている。ここで，r合理的」とは，競争的組織の
公平汰傍観考を表わしており，r信頼」とは，協力的組織の分割された運命を
意味している［E㏄les，1985，P．279コ。
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3．　3つの組織タイプと振替価格
　ここでぽ，前節で示した組織において，いかなる振替価格を適用すべきであ
るかについて論述する［跳cles，1983，PP．151～159］。また，この論述は，
E㏄1es，の組織タイプと振替価格の関係に関する調査に基づいている（第1表
参照）［E㏄1e§，1985，P．280コ。
　（1）・競争的組織の振替価格
　最も純粋た形態の競争的組織は，振替価格政策を持たず，各部門は，解放市
場の中で一企業の同様に自由に行動する。しかし，トヅプマネジメソトの無政
策は，内部取引に誘引を与えないので，垂直的統合戦略をとることは不可能で
ある。
　競争的組織で，特に振替価格が間題となるのは，内部取引が強制される場合
であ私この問題に対する解決法ぱ，振替価格を市場に基づいて設定すること
そある。’競争的組織では，供給者及び需要者を選択し事業部門の業績測定と
矛盾しない方法で内部振替を行たうための振替価格が便用され私
　①　原価加算利益法
“市場に基づく振替価格を使用する場合，最も一般的な振替価格は，市場価格
である。しかL，当該財が外部販売されておらず，市場が存していなかったり，
第1表　組織タイブによる振替価格
1笛力的組織 』　■　■　」　　　　」　上振替価格基準 提携的組織 競争的組織f 合 計
一全部原価法 48．8％（20杜） 23．0％（29杜）15．0劣（12杜）247％（61杜）
原価加算利益法 14．6％（6杜） 15．9％（20杜）17．5％（14杜）16．2％（40鋤
市場価格法 22，0％（9杜） 35．7％（45杜）25．O％（20社）30．O％（74杜）
交渉価格法 12．3％（5杜） 16，7％（21杜）33．8％（27杜）21．5％（53杜）
変　動　費　法 0．O％（O杜） 5．6％（7杜）5．O％（4杜）4．5％（11杜）
上記の組合せ 2．4％（1珪） 3．2％（4杜）3．8％（3杜）3．2％（8杜）
合　計　1100．0％（41杜）100．O％（126杜）100．O％（80社）
一
lm・％（…杜）
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独占市場が形成されている場合のように市場価格の適用が不可熊あるいは不適
切な場合がある。このような時には原価加算利益法がとられる。競争的組織で
は，、本杜は，’通常市場価格の決定を各部門に任せているから，トップマネジメ
ツ、トが振替価格に介入政策を行なう時は，正しい市場価格を形成するための各
部門の能力は妨げられることにな局。
　②割引価格法
　この方法は，内部取引が，外部取引に比べて節絢可能な費周を市弩傾格から
控除仁て振替価格とするものである。レかし，競争的組織では，．内部取引占外
部取引を区別する必要蛙が小さいので，Eccles一は。毛の有用性が小さいと考
えている。
　③二重価格法
　各事業部のマネジ巾一は，’トシプマネジメントが彼らの自治を犯すことのな
い放任政策が最も公平であると考えている。従って本杜が，一内都部門関係をよ
り緊密にしようとする場合には不公平に扱われているという不満が生じる場合
がある。それにもかかわらず，トップマネジメソトが，供給部門の操業度をあ
げるため，。あるいは独占的技術の利点を得るために内部取引を拡大しよ’うと試
みる際，マネジャーの公正感覚を維持しながら内部関係を緊密にして，垂直的
統合を進める場合に使用さ机る振替価格の一つに二重価格法（dM　pric卸9）
がある。
　二重価格法は，市場に基づく価格設定の有利性と強制された内部振替の実施
の両方を兼ね備えている。受入部門は原価で受入し供給都門は市場価格で引
渡↓を行次う。内部利益は，全杜利益を算出する際に控除される。
　二重価格法では，振替価格の目的は共に達成される。しかし，Ecclesの研
究の中で，二重価格を使用していた3企業のうち2杜は市場に基づく振替価格
に遡戻りtてしまった鉋
　もし，二重価格における内都利益の除却が十分に予測されないと，企業全体
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の利益は部門利益の合計よりも小さくなる。このような状況は，財務システム
及び管理システムが不適切であったり，あるいは製品が外部販売に耐えられる
ものでないという理由で過度に内部取引が実行されている時に顕著になる。さ
らに，受入都門は財を原価で受入れるから，取引に関する最適市場価格を協定
する場がたくなり，供給部門の内部利益を規制できなくなるという閻題を有し
ている。
　（2）協力的組織の振替価格
　協力的組織では，都門業績よりも全杜的業績を重んじるので，製品に関する
生産及び販売の費用を集計するために振替価格として原価を使用することにな
る。
　①　実際全部原価
　当該方法は，生産部門の一定期間の全ての固定費と変動費によって振替価格
を計算するものである。実際全部原価法は，いくつかの間題点を有しているが，
マネジャーは標準原価振替価格あるいは市場に基づく振替価格へと変化させよ
うとはし凌い。現場のマネジャーには，振替価格の選択・決定権はないし，ま
た，原倣差異をだれが負担するかという問題に煩わされたくないからである。
、②察準全都原価
　企業添標準全部原価で振替を行なえぱ，受入部門の支払う価格差異を十分減
じ得るので，このアプローチは各部門の貢献度を正確に測定できる。これは，
予期Lたより安く（あるいは高く）購入するといったような，供給部門が受入
部門に与える効果を切り離すことができるからである。ただ，原価差異をどの
部門に負担させるかという問題は残る。この決定は容易ではなく，個々の事例
に鑑みて挟定すべきである。
　③原価撫算投資額
　供給部門が内部振替で利益を得ないと，当該部門の利益額及び投資利益率は
低くなる。トップマネジメソトが純利益及び投資利益率の都門聞競争の意味を
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＋分認識していたとしても，供給部門のマネジャーの中には，自己の利益が受
入部門の業績に混入すると感ずる老がいるであろう。当該間題に対する一つの
解決法は，中間財を全部原価に内部取引上必要な供給部門の資産の一部を加え
て振替を行なう原価加算投資額法を使用することである。このアプローチは，
供給部門を内部振替のためのコストセンターであると同時に，外部販売のため
の投資センターであると考え，振替製品を製造するために使用された全ての内
部資源についての利益及び資本利益率に対して受入部門にも責任を負わしめる
ものである。原価加算投資額法は，協力的組織で，競争的組織における二重価
格法の役割と同じ働きを果たす。どちらの方法も，その目的は組織形態の有利
性をいかそうとするところにある。しかし，二重価格が二つの基本的アプ艀一
チの使用により行なわれるのに対し，原価加算投資額法は，振替の要求する構
造的調整を早い段階に実行する財務的技術である。
　原伍加算投資額法もまた，問題を有している。その多くは原価及び投資の配
分に関係がある。条件が変化すると配分は，内部及び外部販売間の均衡に正L
く影響しなくなる可能性がある。
　（3）提携的組織の振替価格
　企業の中には，多角化または部門業績をより詳細に把握することを目的とし
て，鶴力的エリアから提携的エリアヘ，あるいは垂直的統合化または総生産物
のフローをより詳細に把握することを目的として，競争的エリアから提携的エ
リアヘと移動するものがあ孔このようにして組成される提携的組織では，協
力的組織の振替政策の一環として要求される内部資源調達と，競争的組織のそ
れとしての市場に基づく振替価格とは繕合される。
　さて，市場に基づく振替価格は，総製晶のフローの見積が，業務管理に必要
なコソトロール手段をトップマネジメソトに与える。これは，各部門を亙、・に
より活動的に保とうとするために生ずるのである。ところで，内部資源調達カミ
要求される時には，供給・受入両部門は振替価椿に関するコソフリクトを解決
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するために，トッブマネジメントの介入を求めることがある。コソフJタトは，
捷携的組織の性格上不可避的に生ずる。、外都状況の変化が現存すろ貝的に圧力
をかけると・一交渉過程を変化させるのでコンフリク｝が生ずるからである。・従
って・コンフリクトは・トヅプマネジメントに戦略の再溝築を促す。
　Ecclesは，提携的組織において，コントロールに関するトップマネジメン
トの要求を満たし，かつ，関係部門にとづで公平である振替価格に関しては言
及していない。レかし，・各部門マネジャ〒の動機を維持するために，トヅプマ
ネジメソト、はその関係ρ中にr公正性」を確立する努力をしなけれぱ、たらな
し～。止部門マネジャーの報酬及び部門の資源配分が振替価格によって生ずる会計
数値とは別優のシステムにより評価されている時・マネジャ了は・そのシステ
今が公正であると感ず多。よって，採用された振替価格とは別の業績評価シス
テムを構築すべきである。
　さて，E㏄1es　l‡，提携的組織でρ振替衝格臣支，垂直的統合のための指示さ
れた振替と多角化のための市場価格を結合させて，市場価格での振替を指示す
るとLており［Eccles，1985，P・282コ，次節で述ぺるよう把，提携的エリァに
近づくと振替価格決定基準が変化すると述べている。
4．MAPによる振替価格の設定
　E㏄1esが言うように，振替価格が経営企業戦略によって選択されるのなら
頃，企業は・現在おかれている環境下の戦略と振替価格が整合しているかどう
か，整合していなげれぱいかなる振替価格を使用すべきか，さらには将来にお
ける戦略を達成するためには，いかたる振替価格をとるぺきか，という諸問題
匿対しての解答を得る必要が生ずる。そこで，Ecclesは，次のよ一うに，MAP
を用いて5段階の振替価格設定の基準を考案した（第2図参照）［E㏄1es，198亀
P．160コ』
．第1段階　MAP上で窺織の位置を調べる。
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　企業戦略に妥当な多角化と垂直的統合の程度を決定する。これによらて
MAP上の位置を認知する。
第2‘段階　現存の振替価格設定墓準どMAP上Φ位置を比較する。
　第2図により，何が最も適切な振替価格であるかを決定する。第2図腺，多
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角化及び垂直的統合の程度の変化に適応する振替価格政策を要約している。現
存の振替価格政策と比較Lて，図の示すそれと肇合しない時には，戦略か，振
替価格政策を変化させるよう考える。
第3段階　組織特性の分析
　競争的，協力的，提携的タイプのどれが所与の企業戦略に最も有効かを決定
する。現存の組織特性と比較して，もし適合しなけれぱ組織特笹を変化させる
よう考える。
第4段階　特殊間題への注目
　戦略，振替価格政策，組織特性が整合しているにも関わらず，部門マネジャ
ーがまだ不平を言うようならぱ，次に示す5つの特殊間題のいずれかが原困で
あると考えられる。
　①　業績の間題
　　　供給，受入両部門の業務が十分な成果をあげていないときや，景気後退
　　時にば，コソフリクトが生ずる。
　②人問関係的論争
　　　人間関係上のコンフリクトが生ずることがある。
　③　権力の不均衡
　④　需要の変動
　⑤製品の価格設定
　　　外部供給者による価格が振替価格より低いのは，振替価格自身の問題で
　　はなく，それ以外の要因によることが多い。
　コソフリクトの解決法は，その根底にある間題の源泉を断つことで達成され，
振替価格について成すべきことは殆どない。
第5段階将来の戦略の考慮
　戦略の変化ば振替価格政策の変化を要求する場合がある。この振替価格の
変化は新しい戦略のきっかげとなり，また，戦略の変化を助長する。古い振替
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価格政策が新戦略にとりて不適切とたるために，振替価格政策の変化を刺激す
るので，振替価格の決定にあたっては，現存の戦略だげではなく，将来の戦略
をも考慮した上で選定されなけれぱならない。
5、‘Ecc1es理論の検討
　ここまで示してきたように，Ecclesの研究の意義は，・振替価格の設定基準
を組織のとる多角化と垂直的統合化という戦略に関連づけて論じたところにあ
づた。ところで，’Ecqlesが自説を公開してから，既に6年近くが経過するが，
この閻，E㏄1esの規範的理論に関する実証研究がいくつか実施されている。
本節では，・それらの論文の結論を引用Lて，Ecclesの振替価格設定理論の検
討を行なってみたい。
　（1）JOyの振替価格決定実務の実証研究
　Joyは，・1982～83年にかけて，アメリカのFOrtune500杜を対象とした振
替価格決定実務に関する調査を実施し，このデータをもとに，実証研究を行な
った［Joy，1985コ。この論文の中で，Joyは，いくつかの仮説検定を行たって
いるのだが，Ecclesの研究に近似する部分が見出せる［Joy，1985，P．99］。
　仮説I：振替価格システムに関して，異なる目的を有する組織によって使用
　　　きれる振替価格法には相違がない。
・当該帰無仮説は，棄却されることが期待され，棄却された上で，次の代替的
仮説が確証されることが期待された。
　仮説I　a：マネジャーの動機づけが最も重要な目的である組織では，市場べ
　　　一ス及び交渉振替価格が他の方法よりも使用される。
　仮説I　b：全杜的利益の最犬化が最高目的である組織では，原価べ㌣スの振
　　　替価格が他の方法よりも使用される。
一・仮説検璋の結果，仮説Iは棄却されなかった。この結果は，明らかにEccles
の翠論と異なって；いる。さらに，Joyの研究では，振替価格設定システムの
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良杏は丁一部門マネジギーの満足感に差って大きな役割を果たしていな伽こ差や
丘Joテ，1985，P．ユ1ユエ　市価塞準を使用している々ネジャーが，原価基準を使
用しているマネジャーよりも高い満足感を有していることも示しているτJ0重，
1985，P．115〕。E㏄Iesの理論によれぱ，多角化戦略をとっている組織では市
価基準の満足感は高いはずであるが，Joyの調査結果は，全ての都門を範囲と
して市価基準の満足感が原価基準の満足感より高い煩向があることを示してい
る。この結果ば，振替価格拒関するいぐつかの示竣を与える。第1に，一確か
に，目的に関違した振替価格設定基準が必要だとしても，複数の事業部製品に，
同一の振替価格を設定することは極めて困難であるということである。すなわ
ち，’駿略柱，製晶戦略が中心としで考えられ，当該製品戦略に従って振替価格
が決定されることがあるのではないかという点である。第2に，’各事業部及び
事業部長が，振替価格をもとにした事業蔀利益セ業績を評倣されるかぎりにお
いオは，マネジーヰrは，布価基準に対Lて高い満足度を有す・るであろうという
点であ名。こめ結果から，キネジャーの業績評価に関して独，新たな塞準を作
成してし・く必要がある。これについては，土一ジェシシー理論の発展を待ちた
い。
　（2）HoshowerとM加del■の国際振替価格に関する実誼研究
　HoshowerとMandelは，1984年に，Fo亡bb§の多角化企業のリストから，
多菌籍企業を選定し，こ坑に対して菌際振替価格決定実務に関する調査を実施
し，実証研究を行なった［Hoshower　andIMa丘dd51986；清水，昭莉63年コ’二
こめ論文の中で，一HoshowerとM出dと1は’次の仮説検定を行なっている
［Hoshower　and　M茎mdel，1986，pp．51～59「、
　仮説：多角化した多国籍企業では，振替価椿は，市場価椿に基づいた価格で
　　　ある場合が多い。
　仮説検定の結果，多角化した多国籍企業が使用寺る振替価格だ関しセぽ，市
価基準岩㍉原価基準かのどちちかを選好していおという統計的頓向はみぢれな
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かつた。
　Ho幽werとMande1の研究では，多国籍企業のうち，多角化企業を抽出
してECC1e§の理論が妥当するか否かを挨証している。国際振替価格と国内振
替価格に性質の違いがあるにせよ，多角化戦略と市場価格に基づく振替価格め
選好の結びつきを唱えたECCleSの理論は，ここでも棄却されてし童った。
　JoyやHoshowerとMandelの実証研究の結巣は，跳clesの規範的研究
の結論と相反してし童ったが，この結果でE6c1esの7レームワ⊥クを杏定L
てじまうのは，E㏄1esの所説秘規範的であるがゆえに妥当ではたい。また，
企業行動溶実際にECCleSの仮説に沿うか否かは，ECCleSの理論の有効性に
影響を与えるものではない。しかし，．企業が，E㏄1es一の仮説に従わなし）のだ
としたら，一その理由はどこに存しているのであろうか。この理由として，たと
えぱ①企業は，部分最適化行動をとる，②肋CkS．のフレームワーク妻たは，
Joy，’HoshowerとMande1の調査が不適切である，③各蔀門は，組織戦略に
沿って振替活動を行なうが，振替活動全般に一つの戦略が適用されるのでなく，
個々の振替活動に対Lて個々の戦略が適用、される等があげられるoしかし，
E㏄lesの研究では，組織戦略に従って振替価格を設定するのは何σためであ
ったかを考察する時に，先の聞に対する解答が得られるのである。す狂わち，
E㏄1εsの仮説に従う企業こそが、’その組織戦略の下で目的を達或むうる企業
底のである。従って，Hoshowe一とM測delのようζ，全ての企業が所与の
組織戦略の下で同一の振替価格をとるという仮説が，そのまま眈CieSのフレ
ームワークを実証できるものではないと考える。、これは，これまでQ実証研究
には，振替価格と何等かの業績尺度との関連が欠落していたためであると考え
られる。Ecclesぽ，組織戦略と振替価格が適合している場合には，侮コ垂直的統
合化や多角化による企業業漬の最犬化及びマネジャーの動機づけ等といった組
織戦略の目的を達成することが可能となることを示簗しているが，この点に関
して詳細を示していない。従って，短織戦略の目的をどこにおくのかによって
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分析のフレームワークは大きく異なることになる。
　E㏄1esの規範論は，塞本的には振替価格が組織戦略に従うべきであるとい
うものであった。これは，組織が合目的的に活動する際，’1目的達成のための管
理手段とLて特定の振替価格を選択する事が必要であること，さらに将来の戦
略に基づいて，いかなる振替価格が決定されるべきかを簡単なフレームワーク
で示した点において有意義なものであったと考えられる。今後，Eccles理論
の妥当性においてわが国でも実．証的研究が行なわれる事が期待される。
　その一つの方向として，先述したようにE㏄leSの理論を綱分化し，部門全
体が，単一の戦略に従うのではなく，単一の戦略に従うのは単一の製品であり，
当該製品が振替される時に製品戦略に従う振替価格が設定されることにより・．
業績を高めるという新しい仮説を設定することを提示してみたい。すなわち，
r製品戦略と振替価格の適合する組合せの数が多い組織ほど，高業績をあげて
いる」という仮説を検定することで，EccIesの理論を実証することが可能と
なるであろう。
注（1）この点に関しては，既に拙稿〔清水，昭和62年，1～10頁〕，〔清水，昭和6き年、
　　81～106頁〕で発表しているので参照されたい。
　（2）この点に関Lては，［Ronen　and　Mck！mey，1970コ，［Ronell　and　Balacha口血an，
　　1988コ，〔坂口，昭和55隼，昭和57隼ゴ，〔門田，平成元年〕等を参照されたい。
　（3）Benk；㎜d　Edw虹dsの調査では，帳界費用による振替価格は，23杜中⑰杜であ
　　り，Tangの調査では，標準変勲費による振替価格は，主要方式で目本：1．4％．
　　アメリヵ：1．5％であった。また，数挙的手法は，日米ともにO％であった。さら
　　に，昭和55年に谷教授の行なった調査でも，標準変動費による振替価格は，11二6％
　　である。
（4）Kapl㎜：①意思決定の指針，②各ブロフィット・セ：・ターの業績評価［Kaplan，
　　1982，p・482コ，A皿th㎝y独d　D鮒den：①動機づげ，②業績測定［A舳Ony姐d
　　D鮒den，1g80，pp・235～236］。．B㎝革andEdwards：①目標整合性（利益最大化），
　　②業績評価［Be口k舶dEdwπds，1980，PP．18～19］HOmgren：①目標整合性，
　　②管理努カ，③自主性［H0血距e皿，1982ル633］Shil1i皿g1aw：①部門へめ資源め
　　最適配分決定，②事業部長の業績評価，③事業部活動の業績評価［Shillinglaw，
　　1982，pp．816～82i］。岡本教授；①意恩決定圓的，②業績評価目的〔岡本，昭和55
　　年，651頁〕。
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（鼻）適合性の創ξ関しては，例えぽ商業鰻をあげ渇た灼，の組織構造と組織環境の適
　合を示したDr鋤inとVan　de　Ve皿の文献が参考となる［臥理i皿a剛．V狙de
　Ve口iユ985ユも
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